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【ファンドの特色】

【基準価額の推移】 【基準価額及び純資産総額（分配金落ち後）】

【基準価額の騰落率（分配金込み）】

【分配実績】

【基準価額の要因分析】

• 主にオーストラリアの証券取引所に上場している株式および不動産投資信託を含む投資信託証券に投資を行うことにより、配当収入の
確保と信託財産の中長期的成長を目指します。

• 原則として、外貨建資産の為替ヘッジを行います。

• 毎決算時（毎月20日、休業日の場合は翌営業日）に分配方針に基づき収益を分配します。

市場に広く認知されているベンチマークで、当該ファンドのリスク特性を
正確に反映できる指標が存在しないため、現状では、当該ファンドの収
益率及びリスク特性を特定のベンチマークと比較しておりません。

上記グラフは、過去の実績を示したものであり、将来の成果を保証す
るものではありません。基準価額は信託報酬控除後のものです。

分配金込みの基準価額は、税引前分配金を再投資（複利運用）したと
仮定して、委託会社が算出したものです。

一万口当たりの分配金額(税引前)です。分配金累計額は、設定来の累計額です。
運用状況によっては、分配金額が変わる場合、あるいは分配金が支払われない場合があります。

出所：T-STARのデータを基にレッグ・メイソン・アセット・マネジメント株式会社が作成
上図はT-STARのデータを基に算出した基準価額変動の主要項目別の概算値です。また、分配金の算出根拠とは異なる場合があります。
四捨五入の影響により、基準価額変動額と内訳の合計が一致しないことがあります。
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【オーストラリア：為替ヘッジコスト】

※為替ヘッジコストは、日本円と豪ドルの１か月先渡為替レートおよび

スポットレートを使用し、年率換算した数値の月中平均。
※豪ドル金利より日本円の金利が高い場合等では、為替ヘッジプレミアム

が発生する場合があります。

※出所：ブルームバーグ

当月 前月

為替ヘッジコスト 2.2% 2.4%

決算月 分配金 決算月 分配金 決算月 分配金 決算月 分配金 決算月 分配金 決算月 分配金

2017年6月 10円 2017年12月 10円 2018年6月 10円 2018年12月 - 2019年6月 - 2019年12月 -

2017年7月 10円 2018年1月 10円 2018年7月 10円 2019年1月 - 2019年7月 - 2020年1月 -

2017年8月 10円 2018年2月 10円 2018年8月 10円 2019年2月 - 2019年8月 - 2020年2月 -

2017年9月 10円 2018年3月 10円 2018年9月 10円 2019年3月 - 2019年9月 - 2020年3月 -

2017年10月 10円 2018年4月 10円 2018年10月 10円 2019年4月 - 2019年10月 - 2020年4月 -

2017年11月 10円 2018年5月 10円 2018年11月 10円 2019年5月 - 2019年11月 - 2020年5月 -

 分配金累計額 180円

当月 設定来

2018年11月末 2018年10月末 2018年9月末 2018年8月末 2018年7月末 2018年6月末 2017年3月1日～

基準価額変動額 102 円 -583 円 -301 円 195 円 47 円 258 円 -312 円

 株式価格要因 79 円 -563 円 -312 円 101 円 85 円 266 円 -589 円

 株式配当要因 53 円 7 円 39 円 132 円 0 円 28 円 905 円

 為替要因等 -16 円 -11 円 -14 円 -21 円 -21 円 -22 円 -305 円

 信託報酬 -14 円 -17 円 -14 円 -16 円 -16 円 -15 円 -323 円

分配金 -10 円 -10 円 -10 円 -10 円 -10 円 -10 円 -180 円

基準価額 9,508 円 9,416 円 10,009 円 10,320 円 10,135 円 10,098 円

過去5ヵ月

基準価額 9,508円 純資産総額 約2.5億円
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＜ＬＭ・オーストラリア高配当株マザーファンドの運用状況＞

【ポートフォリオの概況】

【市場概況・運用概況・保有銘柄コメント】

【業種別構成比率】

構成比率は投資有価証券を対象として算出・作成しており、キャッシュ部
分は含まれておりません。
小数点第2位以下四捨五入のため、合計が100.0にならない場合があり
ます。

銘柄数 41

現物組入比率 97.6%

現金等比率 2.4%

予想平均配当利回り* 6.0%

*本レポートの作成基準日における投資顧問会社（レッ
グ・メイソン・アセット・マネジメント・オーストラリア・リミ
テッド）の調査による全保有銘柄の予想配当利回りを加
重平均したものです。したがって、今後変動する場合が
あります。
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【市場概況】

11月のオーストラリア株式市場は小幅下落しました。上旬は、貿易収支で黒字幅が市場予想を大きく上回ったこと

や、米国の中間選挙の結果が市場の予想の範囲内だったことを受け、投資家のリスク回避姿勢が緩んだことなど

から、株式市場は上昇しました。中旬は、企業景況感指数が前月の水準を下回ったことや、世界的な成長鈍化懸

念が広がり米国の株式市場が下落したことなどを背景に、株式市場は下落しました。その後、雇用統計が良好な

結果となったことを受け、株価は下げ渋る場面もありましたが、米国株式の下落が続いた影響などから、総じて軟

調な展開となりました。下旬は、オーストラリアの主要輸出品である鉄鉱石の価格下落が株価の重石となったもの

の、債券利回りの低下や、米国の株式市場が反発し投資家のリスク回避姿勢が緩んだことなどを背景に、株価は

底堅く推移しました。

【運用概況】

当ファンドは高配当株式への投資を目的としたファンドです。予想配当利回りが高い銘柄に選別投資し、ポートフォ

リオを構築しています。

11月末の基準価額（分配金控除前）は、株式要因がプラスとなったことから、上昇しました。

11月中のポートフォリオについては、アイルカ・リソーシズ（素材）を売切りました。また、フェアファックス・メディア（コ

ミュニケーション・サービス）がナイン・エンターテインメント（同）に合併されました。一方、ウェスファーマーズからス

ピンアウトされたコールズ（生活必需品）を受け取りました。その結果、11月末現在の保有銘柄は、金融（12銘柄）、

REIT（7銘柄）、一般消費財・サービス（5銘柄）、公益事業（4銘柄）、資本財・サービス（3銘柄）、素材（1銘柄）、コ

ミュニケーション・サービス（4銘柄）、生活必需品（3銘柄）、エネルギー（2銘柄）の計41銘柄となっています。

【保有銘柄コメント： テルストラ（コミュニケーション・サービス）】

テルストラはオーストラリア最大級の通信会社です。1901年にオーストラリア郵政省の一部として設立し、1990年代

に政府持ち株が売却され民営化されました。固定電話から携帯電話、インターネット・サービスにいたる総合的な

通信サービスを提供しており、オーストラリアを代表する企業の一つです。
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【組入上位10銘柄】

＜ＬＭ・オーストラリア高配当株マザーファンドの運用状況＞

組入比率は投資有価証券を対象として算出・作成しており、キャッシュ部分は含まれておりません。
予想配当利回りは、本レポートの作成基準日における投資顧問会社（レッグ・メイソン・アセット・マネジメント・オーストラリア・リミテッド）の調査による予想
配当利回りです。 したがって、今後変動する場合があります。
上記は組入銘柄の一部をご紹介するものであり、個別銘柄の推奨を目的としたものではありません。
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銘柄名 業種 組入比率
予想配当

利回り
会社概要

1 ＡＮＺ銀行グループ 金融 6.1% 6.0%

四大市中銀行の一つ。日本では東京、大阪に支店
を持ち、法人、富裕層、および個人へ幅広いサービ
スを展開。オーストラリア、ニュージーランド、アジア
太平洋地域など、各国で事業展開。

2
テルストラ･
コーポレーション

コミュニケーション・
サービス

5.9% 5.9%
大手通信会社。固定電話、国際電話、携帯電話な
どの各種サービスを行う。インターネットやブロード
バンドなどにも注力。

3 ＡＧＬエナジー 公益事業 5.4% 6.4%
天然ガス、電力、エネルギー燃料を供給する総合
エネルギー会社。水力、風力、太陽光等の再生可
能エネルギーも手掛ける。

4 ウエストパック銀行 金融 4.7% 7.2%

四大市中銀行の一つ。1817年にニュー・サウス・ウ
エールズ銀行として創業。オーストラリアで最も古
い歴史を持つ銀行。個人から法人、機関投資家ま
で、幅広い種類の顧客を対象に事業を展開。

5
オーストラリア・コモンウェル
ス銀行

金融 4.3% 6.0%
商業銀行。銀行業務、生命保険、その他関連サー
ビスを提供する。

6
ウッドサイド・
ペトロリアム

エネルギー 4.0% 7.4%
石油・ガス会社。西オーストラリア州とノーザンテリ
トリーの陸上ならびに沖合鉱区で探査、開発を行
う。

7 センターグループ REIT 3.9% 5.6%
オーストラリア、ニュージーランド国内で、ウエスト
フィールド・ブランドのショッピングセンターを運営。

8 ＡＰＡグループ 公益事業 3.8% 5.2%
天然ガス事業会社。オーストラリアの本土すべての
州および準州に広がるガスパイプラインで、天然ガ
ス輸送に従事。

9
ナショナル･
オーストラリア銀行

金融 3.6% 7.8%

国際的な銀行グループ。オーストラリア国内をはじ
め、ニュージーランド、欧州、アジア、米国で事業を
展開。主要ビジネスである住宅ローンをはじめ、企
業向け貸付や投資関連業務などに従事。

10 ストックランド REIT 3.6% 7.5%

オーストラリア国内の店舗や商業用不動産に投資
し、運用管理する不動産投資信託。不動産開発・
管理、ホテル管理に加えて、ファイナンスを含む関
連サービスも提供する。
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【当ファンドについてのご注意事項】

基準価額の変動要因

当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資を行いますので基準価額は変動します。また、実質的に外貨建資産に投

資を行いますので、為替の変動による影響を受けます。

したがって、投資者の皆さまの投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本

を割り込むことがあります。当ファンドの信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者の皆さまに帰属します。投

資信託は預貯金と異なります。

その他の留意点

• 収益分配金は分配方針に基づいて毎決算時に委託会社が決定します。ただし、分配対象額が少額等の場合は、分配

を行わないことがあります。

• 分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額

相当分、基準価額は下がります。

• 分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて支払われる

場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。また、分配金の

水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。

• 投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場

合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。

• 当ファンドは「ファミリーファンド方式」により運用を行うため、マザーファンドにおいて他のベビーファンドによる追加設

定、一部解約等に伴う有価証券の売買等が行われた場合、当ファンドの基準価額が影響を受けることがあります。

• 当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。

• その他重要な事項に関しては、投資信託説明書（交付目論見書）に詳しく記載されていますので、よくお読みください。

株価変動リスク（株価が下がると、基準価額が下がるリスク）

一般的に株式市場が下落した場合には、当ファンドの投資対象である株式の価格は下落、結果として、当ファ

ンドの基準価額が下落し投資元本を割り込むことがあります。また、当ファンドが実質的に投資している企業が

業績悪化や倒産等に陥った場合、当該企業の株式の価格が大きく下落し、当ファンドの基準価額により大きな

影響を及ぼします。

不動産投資信託の価格変動リスク（不動産投資信託の価格が下がると、基準価額が下がるリスク）

不動産投資信託の価格は、保有する不動産等の市場価値の低下および賃貸収入等の減少により下落するこ

とがあります。また、不動産市況、金利環境、関連法制度の変更等の影響を受けることがあります。これらの影

響により、当ファンドが実質的に投資している不動産投資信託の価格が下落した場合には、当ファンドの基準

価額が下落し投資元本を割り込むことがあります。

為替変動リスク

実質組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジにより為替変動リスクの低減を目指しますが、為替変

動リスクを完全に排除できるものではありません。なお、為替ヘッジを行うにあたり、円金利が豪ドル金利より低

い場合、当該金利差に相当するヘッジコストが基準価額の変動要因となります。

（注）基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。
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【お申込みメモ】

【ファンドの費用】

フ ァ ン ド 名 ＬＭ・オーストラリア高配当株ファンド（為替ヘッジあり）（毎月分配型）

購 入 単 位 販売会社が定める単位

購 入 価 額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額

換 金 価 額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額

換 金 代 金 換金申込受付日から起算して、原則として５営業日目からお支払いします。

申 込 締 切 時 間 原則として、午後３時までに受付けたものを当日の申込受付分とします。

購 入 ・ 換 金 の
申 込 受 付 不 可 日

オーストラリア証券取引所（半休日を含みます。）、シドニーの銀行またはメルボルンの銀行の
休業日の場合には、購入・換金申込は受付けません。

信 託 期 間 2031年９月22日まで（2017年３月１日設定）
信託期間は延長することがあります。

決 算 日 毎月20日（休業日の場合は翌営業日）

収 益 分 配 毎決算時に、分配方針に基づき分配を行います。

課 税 関 係 課税上は株式投資信託として取扱われます。

公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度および未成年者少額投資非課税制度の適
用対象です。

配当控除及び益金不算入制度の適用はありません。

※税法等が改正された場合には、内容が変更になることがあります。

投資者が直接的に負担する費用 

購 入 時 手 数 料

信 託 財 産 留 保 額 ありません。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

運用管理費用（信託報酬）

※運用管理費用（信託報酬）は毎日計上され、毎決算時または償還時に当ファンドの信託財産
   から支払われます。

そ の 他 の 費 用 ・ 手 数 料

購 入 申 込 取 扱 場 所 取扱販売会社までお問合せください。

※投資家の皆さまにご負担いただく手数料等の合計額については、当ファンドを保有している期間等に応じて異なりますので、表示する
　 ことができません。

申込金額（購入価額に申込口数を乗じて得た額）に、3.78％（税抜3.50％）を上限として販売

会社が定める率を乗じて得た額とします。

純資産総額に対し年率1.7928％（税抜1.66％）

売買委託手数料、保管費用、信託事務の処理に要する諸費用、信託財産に関する租税、その

他諸費用（監査費用、印刷等費用、受益権の管理事務費用等。）等を信託財産から支払います。

その他諸費用は毎日計上され毎決算時または償還時に、日々の純資産総額に年率0.05％を

乗じて得た金額の合計額を上限として委託会社が算出する金額が、その他については原則と

して発生時に実費が、信託財産から支払われます。

※上記の費用等については、運用状況等により変動するため、事前に料率、上限額等を表示

することができません。

※マザーファンドが投資対象とする投資信託証券には、運用報酬等の費用がかかりますが、投

資信託証券の銘柄等は固定されていないため、当該費用について事前に料率、上限額等を

表示することができません。
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【委託会社、その他関係法人の概況】

【販売会社】

委 託 会 社 　レッグ・メイソン・アセット・マネジメント株式会社

　金融商品取引業者　関東財務局長(金商)第417号

　加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会

投 資 顧 問 会 社   レッグ・メイソン・アセット・マネジメント・オーストラリア・リミテッド(在オーストラリア)

受 託 会 社 　三井住友信託銀行株式会社

取 扱 販 売 会 社 の 照 会 先 　レッグ・メイソン・アセット・マネジメント株式会社　　

　http://www.leggmason.co.jp　　 (03)5219-5943　 

販売会社名
登録番号

日本

証券業

協会

一般社団法人

日本投資

顧問業

協会

一般社団法人

金融先物

取引業

協会

一般社団法人

第二種

金融商品

取引業協会

日本商品

先物取引

協会

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第2251号 ○ ○ ○ ○

髙木証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第20号 ○

西日本シティTT証券株式会社 金融商品取引業者 福岡財務支局長（金商）第75号 ○

株式会社足利銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第43号 ○ ○

株式会社SBI証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

七十七証券株式会社 金融商品取引業者 東北財務局長（金商）第37号 ○

ごうぎん証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長(金商)第43号 ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○ ○

フィデリティ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第152号 ○

株式会社広島銀行 登録金融機関 中国財務局長(登金)第5号 ○ ○

株式会社東京スター銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第579号 ○ ○

株式会社三菱UFJ銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号 ○ ○ ○

株式会社三菱UFJ銀行

（委託金融商品取引業者

　三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号 ○ ○ ○

三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2336号 ○ ○ ○ ○

ワイエム証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第8号 ○

東海東京証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第140号 ○ ○ ○

松井証券株式会社 * 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

* 2018年11月26日より取扱開始。
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